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１．大阪市の経済構造 

●各国の国内総生産（名目）（2013年） 

●域内総生産（名目）の推移（2001年度＝100） 

・市内総生産は18.7兆円（2011年度、名目）で、
政令市の中で最大。GDPシェアは3.95％ 

・国際比較ではチェコやﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞと同水準 

Ⅰ 大阪経済の現況と2015年の展望 

資料：大阪市「市民経済計算」、内閣府「国民経済計算」、 
    近畿、大阪府は内閣府「県民経済計算」 
 

（１）大阪市の経済規模 

注：①近畿は大阪府、兵庫県、京都府、和歌山県、奈良県、滋賀県の６
府県で、アジア太平洋研究所の推計値をドル換算した値 

  ②大阪市、大阪府の数値は2011年の推計値を日本全体の11年⇒13
年にかけての増加率と等しいと仮定して算出した推計値の換算値 

資料：IMF「World Economic Outlook Database」、 
   内閣府「県民経済計算」・「国民経済計算」、大阪市「市民経済計算 
   （一財）アジア太平洋研究所「関西経済の現況と予測」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・大阪市の市内総生産は、2006年度にはプラ
ス成長に転じたが、世界金融危機により08、
09年度は大幅なマイナス成長を余儀なくさ
れた。10年度には底を打ち、11年度には4

年ぶりに+1.3％のプラス成長 
・12年度は歴史的な円高などのマイナス要因 

・13年度は国の政策効果や消費増税前の駆け
込み需要、外国人観光客など全国的な押し
上げ要因に加え、梅田・阿倍野地区におけ
る大型百貨店等の開業/拡張などでプラス成
長が期待がされる 
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●大阪市の経済活動別生産額の近畿内シェア
（2011年度、名目） 

●大阪経済の近畿内シェア 

 ・大阪市の近畿圏に経済的位置づけ・シェア： 

    人口（12.9％）､昼間人口（16.9％）､ 

    域内総生産（24.1％）､事業所数（21.1％）､ 

    従業者数（24.3％）､大企業数（44.1％） 

 ・特に高いシェアを誇る産業： 

    情報通信業売上高：71.5％ 

    卸売業販売額  ：60.2％ 

（２）近畿経済における大阪市の位置づけ 

資料：内閣府「県民経済計算」、大阪市「市民経済計算」 

注：域内総生産は名目。事業所数（事業内容等不詳は除く）、従業者数は 
  民営事業所。大企業数は資本金１億円以上の企業数 
  情報通信業は情報サービス業，インターネット附随サービス業の合計 
資料：総務省「人口推計」、「国勢調査」、「経済センサス－活動調査」、 
   内閣府「県民経済計算」、大阪市「推計人口」、「市民経済計算」 
 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・域内総生産で捉えた主要産業のシェア 

         対：近畿    対：大阪府 

  全体：    24.1％    51.1％ 

  情報通信業： 57.8％    86.3％ 

  卸売・小売業：45.0％    74.4％ 

  金融・保険業：29.8％    55.4％ 

  サービス業： 25.9％    50.4％ 

・大阪市はヒト、モノ、カネ、情報に関して 

大阪府だけではなく近畿の中枢を担う位置
づけにある 
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・第二次産業（製造業、建設業）はシェアダ 

ウンが続く（14.1％ 〔2011年度(以下同様)〕） 

・卸売・小売業も同様に縮小傾向をたどったが
09年度を底に反転・上昇（27.9％） 

・それ以外の第三次産業はサービス業や情報通
信業のシェアは増大基調（各23.7％、12.1％） 

・デジタル社会に向けた変化が情報通信業を核
にして、サービス業や卸売・小売業などに拡 

大し、産業のサービス経済化が着実に進展 

（３）産業構成 

注：対象は産業分野のみ。「その他」は、農林水産業、鉱業、電気・ガス・ 水道業 
  ※１…基準年や業種分類の変更により、2000年度以前は遡及推計対象外 
      のため、「運輸業」は不明であり、「情報通信業」に含めて計上 
資料：大阪市「市民経済計算」、内閣府「県民経済計算」（1980～90年度）、 
   「国民経済計算」（フロー編）（1995年以降） 

・他都市との構成比較による大阪市の特徴：
・東京都と同様､情報通信業で高いシェア 

・卸売・小売業のシェアが1/4以上を占め、  

 名古屋市や福岡市と同様に“商都” 

・京都市、神戸市、近畿と比較して、製造 

 業のシェアが約半分 

・建設業や不動産業のシェアがやや低い、 

●域内総生産の産業別構成比の他都市比較
（2011年度、名目） 

注：対象は産業分野のみ。その他は、農林水産業、鉱業、電気・ガス・水道業 
資料：内閣府「県民経済計算」、大阪市「市民経済計算」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・大阪市の支出内訳を見ると、外需に当たる 

「財貨・ｻｰﾋﾞｽの移出入ほか」のウェイトが東
京都等と同様に大きく、民間企業設備資本形成
のウェイトも最大 ⇒ 国内外の景気動向に影響
されやすく、ビジネス都市の特性が強い 

・他方、民間最終消費支出のウェイトは最小 

 ⇒ 市民の購買行動の影響力は小 

（５）需要面の構造 

●支出内訳の他都市比較（2011年度(名目)） 

注：市内最終需要＝100とした構成。東京都は都全体。「財貨・ｻｰﾋﾞｽの移出入ほか」に 
  は在庫品増加と統計上の不突合を含む 
  横浜市は７都市の中で唯一ベッドタウン型都市であるため、市民の消費が東京都な 
  どに流れるなどにより、財貨・サービスの移出入がマイナスとなっている 
資料：各都市「市民経済計算」、東京都「都民経済計算」 

●事業所の開廃業率(09～12)の他都市比較 

注：廃業率は便宜上マイナス表示としており、開廃業率は開業率から廃業率を減じた
値である。各用語の詳しい定義は以下の通り 

  ①期首事業所数：2009年7月1日時点における事業所数であり、存続事業所数と廃  
 業事業所数の合計 

  ②開業率の定義：09年7月1日～12年2月1日の期間における開業事業所数から 
 年平均開業事業所数を算出し、①の期首事業所数で除した値 

  ③廃業率の定義：②の開業率と同じ期間における廃業事業所数から年平均廃業 
 事業所数を算出し、①の期首事業所数で除した値 

資料：総務省「経済センサス－活動調査」 

・大阪市の事業所開業率は2.02％／年で、
神戸市や福岡市、名古屋市、横浜市と比
較して低く、東京都区部と同水準 

・他方、廃業率は7.19％／年で、大都市の
中では東京都区部に次いで高い 

・両者から算出した開廃業率は－5.18％で
東京都区部よりは高いが、京都市や横浜
市、神戸市などより約0.8ポイント低い 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

（４）開廃業（2009年～12年）の状況 
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・近畿圏全体の平均的構成よりも当該地域の特定
産業の構成の方が大きい産業を当該地域の強み
と考え“経済基盤活動”と定義するBN分析を県
民経済計算データを用いて分析 

・BN分析結果による大阪市の“経済基盤活動”：
①卸売業が2.3兆円規模で最大、②１兆円前後
の情報通信業と対事業所サービス業、③金融
業･保険業。特に①、②は大阪市単独 

・市以外の大阪府は、不動産業、公共サービス業、
電気・ガス・水道業、運輸業、建設業 

●県民経済計算による経済基盤活動分析（2011年度） 

資料：大阪市「市民経済計算」、内閣府「県民経済計算」 

●大阪府の産業別供給先のエリア別構成 

資料：大阪府「平成17年地域間産業連関表」 

・大阪府では大阪府、他の近畿、近畿外の
３エリアに区分した地域間産業連関表を
2005年の産業に関して公表 

・府産業 (68.9兆円)の供給先を産業別に分析
①府下の最終需要向けが8割以上の産業：  

 医療・介護等、対個人サービス業、 

 建設業、不動産業、 

 ②中間需要向け (府域外も含む) が6～9割 

 を占める産業：対事業所サービス業、 

 金融・保険業、製造業 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

（６）近畿圏の近畿圏の産業補完関係分析から捉える大阪の経済・産業構造 
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【人口】 

・2000年以降は人口増加傾向が15年連続
ただし増加ペースは2014年には6千人か
ら3千人に鈍化。総人口：268.3万人 

・自然増減は、高齢化による増加基調で
死亡数は28千人/年ペース、出生数は23

千人ペース、合せて5.4千人の自然減 

・社会増減は、都心回帰で＋11千人以上
のペースを誇っていたが、 2014年は首
都圏等への転出が増え8千人強に鈍化 

●大阪市の近年の人口動態 

注：死亡、転出は人口減少に作用するためマイナス表示としている 
  2014年は1～10月の合計に13年11～12月の合計を加算した推計値 
資料：大阪市「推計人口」 
 

【民間最終消費支出】 

（１）需要（支出）セクターに関する見通し 

２．2015年度の大阪経済の見通し 

・2013年の家計消費支出はほぼ前年並みで推
移したが、 14年Ⅱ期以降は消費増税の反動
減もあって前年同期比で－3～4％、消費増
税分を加味すると実質的に－6～7％の水準 

・外国人や大阪市民以外の購買分も加わる百
貨店やスーパーの大型店販売動向は14年Ⅰ
期に駆け込み需要のピーク、翌Ⅱ期は反動
減となるも、Ⅲ期は13年水準以上に回復。
背景には、大型店のセールやイベントなど
の反動減対策、スーパーの新規出店継続等 

●大阪市の民間消費関連指標の直近の推移 

注：2008年４～６月期における月間平均値を100とする指数。 季：季節調整後の系列を示す 
資料：経済産業省「商業動態統計調査」、総務省「消費者物価指数」、 
   「家計調査報告」（二人以上世帯）」、「国勢調査」、大阪市「推計人口」 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

-15.0

-12.5

-10.0

-7.5

-5.0

-2.5

0.0

2.5

5.0

7.5

10.0

12.5

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

2005 06 07 08 09 10 11 12 13 14

出 生

死 亡

転 入

転 出

自然増加

(出生－死亡)

社会増加

(転入－転出)

人口増加

(自然+社会)

（出生・死亡：千人）

（転出入：万人） （増加：千人）

70

80

90

100

110

120

130

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

百貨店販売額（日平均：季） スーパー販売額(日平均：季）

消費者物価指数（季） 家計消費支出（日平均：季）

世帯数

8 

【住宅投資、企業設備投資】 

・住宅投資動向は2011年以降、景気の持ち
直し基調や消費増税前の駆け込み投資 

などにより比較的高水準で推移。14年は
消費増税の影響でやや減少するも、一定
の水準を依然維持 

・大阪市景気観測調査では、市内企業の 

設備投資は積極姿勢を徐々に回復 

・同様な傾向は産業関連の建築物着工床 

面積の動向でも確認。着工床面積は13年
に3年ぶりに増加、14年はⅢ期にかけて
サービス業系やデータセンターなどの 

情報通信系などで増加基調を維持・拡大 

 
●大阪市内の建築物着工床面積の用途別動向 

注：2014年は１～９月の合計に12/9を乗じた推計値 
資料：㈶建設物価調査会「建設統計月報」（2012年2月まで）、 
   国土交通省「建築着工統計調査」（12年3月以降） 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

・市内オフィスビルは、 2011年以降、大型ビル
の竣工が相次ぎ、当初は空室が多かったが、 

徐々に入居・移転が進み、貸ビル稼動貸室面積
は過去最高を更新、空室率も8％割れ目前。平
均賃料も下げ止まりから上昇をうかがう状況 

・市内主要13ホテルの客室稼働率は、2014年は 

概ね堅調に推移、夏場以降92％前後の高水準。 

背景に、外国人観光客の急増、外資系大型テー
マパークの新型アトラクション開業による国内
観光客の増加、景気回復によるビジネス客増加 

 【サービス業系指標】 

●供給（生産）セクターの最新動向〈サービス業系〉 

注 : オフィス稼働貸室面積、ホテル客室稼働率は2008年４～６月期の月間平均値を
100とする指数。 季 : 季節調整後の系列を示す 

資料：三鬼商事㈱「地域別オフィスデータ」『大阪（ビジネス地区）』、 
   日本経済新聞社「主要ホテル稼働率」『大阪地区平均』、観光庁「宿泊旅行統計」 

（２）供給（生産）セクターに関する見通し 
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（３）雇用・所得セクターに関する見通し  

 【雇用の過不足状況の動向】 

●市内企業の雇用状況ＤＩの推移 

資料：大阪市経済戦略局「大阪市景気観測調査」 
注１：DIとは「上昇又は増加と回答した企業の割合（％）」から「下降または減少 
   と回答した企業の割合（％）」を差し引いた値をいう 
注２：Ⅰ期は１～３月、Ⅱ期は４～６月、Ⅲ期は７～９月、Ⅳ期は10～12月を指す 
 

・「景気観測調査」では企業の雇用不足
DIはほぼ一貫して上昇基調を持続中 

・DIは11四半期続いたマイナス圏を2011

年Ⅲ期に脱し、雇用過剰感が全体とし
て解消。12年には短期的に製造業で弱
めの展開となったものの、全体では景
気回復に伴う不足感が強まり、DIの上
昇基調は13年以降も続いており、14年
Ⅲ期には金融危機以前を上回る高水準
に達し、雇用不足のひっ迫状況が持続 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

●大阪市の社会保障関連指標の直近の推移 

【雇用状況（有効求人･求職）、社会保障関連】 

・大阪市の有効求人･求職動向は、2013年後半
以降、人手不足が顕著となり、人材需給は
逼迫している。企業は13年度の繁忙期を残
業で乗り切り、14年度に新卒者等が入社し
たことで落ち着きを取戻しつつある状況 

・就業者が増えていることで、生活被保護実
人員数は金融危機以降の増加基調から、12

年後半に反転して緩やかな減少基調。雇用
保険受給者数も景気回復に伴って減少傾向
にあり、社会保障関連の支出の増加は一定
程度抑制される見通し 
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人口等の量的側面は横ばいながら、 
所得増等により一人当たりの消費額
の増加が期待され、プラス成長（名目
）の期待 

 
 
 
 
住宅は、2016年度内竣工が可能な 
中～大型案件への投資が活発化。 
設備投資も景気回復による需要獲得
を目指す積極投資姿勢に期待 

 
 
 
 
 

  公共投資は総じて昨年並み、 
  政府支出は増加するも、抑制気味 
 
          
  円安による輸出増、内外の観光客 
  の増加が見込まれプラス期待 
 

 

【総合判断】 回復軌道の持続期待 

①民間最終消費支出 
 ・ﾌﾟﾗｽ面：１）景気回復による企業収益改善がもたらす賃金 

        等の上昇 
              ２）人材の転職・流出防止のための賃金等の上昇 
              ３）失業者・生活保護者を含む就労者数の増加 
              ４）高所得者層等における株高による資産増加 

        効果からの消費拡大、など 
 ・ﾏｲﾅｽ面：１）円安に伴う物価上昇や消費増税の負担感 

         などによる節約ムードの定着 
                ２）高齢化による消費縮小トレンド、など 
 

②民間住宅投資、企業設備投資 
 ・住宅：プラス要因：消費税の再増税の延期、防災意識 
       向上による老朽住宅等の耐震／建替え工事 
       需要、太陽光発電システムの設置需要 
 ・設備投資：省エネ・創エネ投資、逼迫が続く大型物流施設 
       、業務効率向上など攻めの投資、建替え投資 
 

③公的資本形成、政府消費支出 
 ・公共投資：防災対策強化や老朽化インフラの点検･維持、 
        大阪港など阪神港の基盤強化に向けた整備 
 ・政府支出：介護報酬などは抑制。高齢化による医療費等 
 

④財貨・サービスの移出入 
 ・国内：・政府の景気浮揚策による物流・交通需要の増加 
     ・外資系テーマパークでの集客促進効果の持続 
 ・海外：・円安持続などによる輸出と外国人観光客の増加 

（４）2015年度の総括的見通し (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・市内総生産全体に占める製造業の割合は10.1％(2011年度)、従業者数(12年度)でも同程度。 

・大阪市の製造出荷額(4人以上)は、2007年には回復したものの、金融危機や円高の影響等で 

再び減少傾向となり、13年の製造品出荷額等は3兆4,247億円、全国シェアは1.2％にまで低下。
付加価値額(12年)は1兆4,664億円、従業者数(13年)は11万9千人で、全国シェア1.7％、1.6％と 

人口シェア2.1％を下回る。事業所数のみ6,006カ所、2.9％で、人口シェアを上回る。 

・大阪府の工業生産指数は、2011年以降はやや下降したが、13年には円安に転じたこともあっ 

て僅かに上昇し、その後は横ばいで推移。製造業の新規求人数（大阪労働局）の充足率は 

一般、パートタイムともに低下し続けており、人手不足が深刻化しつつある。 

１．製造業 

●大阪市における製造業の推移 ●大阪府の工業生産指数と新規求人数 

Ⅱ 大阪の産業・経済動向 

注：対象は従業者数4人以上の事業所。2011年は「経済センサス」 
  2013年は速報値 
  統計データの注意点については章末注を参照のこと 
  産業分類や捕捉範囲の変更等があるため、厳密には連続しない 
資料：経済産業省「工業統計表（産業編）（市区町村編）」 
   総務省「経済センサス－活動調査」 
 

注：新規求人数、充足数はパートタイムを含む 
  充足率は、充足数を新規求人数で除して算出いるが、充足数は新規 
  求人以外に期をまたぐ求人も対象としていることから厳密な値ではない 
資料：大阪府「大阪府工業指数月報」、大阪労働局「労働市場月報」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・分野別の製造品出荷額等（2012年）の構成
比を３つの分野別でみると、大阪市は基礎
素材型（全体の6割）が多く、中でも化学工
業の割合が他都市に比べて突出して大きい。 

・生活関連型中心（印刷の影響大）の東京や
加工組立型中心の名古屋とも異なる特色。 

○工業の産業分野別状況 

・国内市場の拡大が見込めない状況下、今後
の拡大が期待できる海外市場に挑戦しよう
とする製造業が増加している。 

・経済センサス活動調査（2012年）によれば、
製造業のうち海外支所を持つ企業は全国で
1,807社で、うち14.3％にあたる259社が大
阪府に本社を持つ企業。大阪府の企業の 

全国シェアは12.0％で、大阪府には海外 

支所を持つ企業が東京都に次いで多い。 

●大阪市製造業の分野別構成(2012年) 

<基礎素材型>木材・木製品、パルプ・紙・紙加工品、化学工業、石油製品・ 

  石炭製品、プラスチック製品、ゴム製品、窯業・土石、鉄鋼、非鉄金属、 

  金属製品 

<加工組立型>はん用機器、生産用機器、業務用機器、電子部品・デバイス・ 

  電子回路、電気機器、情報通信機器、輸送用機器 

<生活関連型>食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維、家具・装備品、印刷・ 

  同関連、なめし革・毛皮、その他 

注：対象は従業者数４人以上の事業所 

  統計データの注意点については章末注を参照 

資料：経済産業省「工業統計調査」 

●本社所在地府県別、海外支所保有企業数 

注：会社企業以外の法人を含む。本所所在地に基づく都府県区分による 
資料：総務省「経済センサス－活動調査」 
  (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・市内卸売業は事業所数：2万3,843ヵ所、従業者数：32万人弱、販売額：34.4兆円（2012年､ 

 経済センサス‐活動調査）を誇る大都市型産業で、販売額の大阪市の全国シェアは10.1％ 

・市民経済計算(2011年度／名目)では、卸売業生産額は3.8兆円、市内総生産の20.3％。 

・業種別の販売額を、1982年と2011年で比較すると、総合商社の移転も影響し、各種 

 商品のシェアが7.8ポイント低下。また、生産･資本財では3.6ポイント低下、消費財でも 

 1.7ポイント低下と厳しい状況。 

・大阪市景気観測調査では卸売業の営業利益判断DI(「黒字」回答の％－「赤字」回答 

 の％)は他業種より高い水準で推移しており、 14年Ⅲ期には＋11.7（全産業は-1.6）。 

２．卸売業  

●市内卸売業の業種別販売額シェア ●卸売業の推移 

注：販売額、従業者数、事業所数については、2007 年以前は「商業統計調査」、09 年は「経済セ
ンサス－基礎調査」、11 年は「経済センサス－活動調査」。付加価値額については、全国は「
SNA 産業連関表」（名目・暦年）、大阪市は「市民経済計算」（名目・年度）。 

  11 年の事業所数、従業者数は12 年2 月1 日現在の数字。上記、調査の時系列比較は 

  注意を要する（巻頭付記５参照）。 

  11 年の販売額は管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業
所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれ
の金額も無い事業所は含まない 

資料：経済産業省「商業統計調査」、総務省「経済センサス－基礎調査」、「経済センサス－活動
調査」、内閣府「SNA 産業連関表」、大阪市「市民経済計算」 

注：2011年は管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が 
  格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の 
    商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない 
資料：経済産業省「商業統計調査」、総務省「経済センサス‐活動調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・金融危機後は、各都市のW/R比率は軒並み下落したのは、最終消費となる小売業の付加価

値額がさほど縮小しなかったのに対して、海外も商圏とする卸売業は世界経済の需要激減

の影響を直接受けたため。特に、海外取引の多かった大阪市や東京都はW/R比率が大幅に

下落。その後は徐々に持ち直して、11年度には福岡市、仙台市と同水準の3.7に回復。 

・市内卸売業の年間販売額(2011年)の業種別構成をみると 消費財よりも生産･資本財のシェ

アが高いことが特徴。具体的には、生産・資本財では「電気機械器具」12.0％､「化学製

品」10.6％､「鉄鋼製品」10.1％などが主要な品目で、消費財では「食料･飲料」9.4％、

「医薬品･化粧品等」5.2％､「農畜産物等」5.0%などが主要な品目を構成。 

●大阪市の卸売業の業種別販売額構成比 

○業種別・規模別にみた卸売業販売額の構成と動向 

注：管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が 
  格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の 
    商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない 
資料：総務省「経済センサス‐活動調査」 

●中心性（Ｗ／Ｒ）比率の推移の他都市比較 

注：W/R比率＝卸売業付加価値額／小売業付加価値額。 
  各都市、都・府の数値は「県民経済計算」（名目・年度）、全国の数値 
  は「SNA産業連関表」（名目・暦年）を用いている 
  名古屋市も高いW/Rを誇ると推察されるが、商業としての分類のみ 
資料：内閣府「県民経済計算」「SNA産業連関表」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・事業所数2万8,620ヵ所、従業者数21万5,879人(2012年)で、東京都区部に次ぐ集積を誇る。 

    市民経済計算(名目､2011年度)では、小売業生産額は１兆265億円で、総生産の5.5％。 

・大阪市の事業所数の推移を従業者規模別に見ると、全国と同様に、4人以下の小規模小売 

業の減少が著しい。他方、市内では特に近年、大型スーパーの開店･増床が相次いでおり、

97年の52店舗から、14年9月末には94店舗に増加し、小売への影響力を増している。 

・大型小売店舗 が事業所数全体に占める割合は1.5％だが、年間販売額では36.2％(2012年)。 

・広域需要に応える大阪市の大型小売店 ⇒ トンプソン指標(人口当たり販売額)では大阪 

 市は2.33で大都市で最も高い水準にある。 

３．小売業 

●大阪市の小売業事業所数、大型店 
 店舗・売場面積の推移 

注：事業所数で、2007年以前は「商業統計調査」、09年は「経済センサス－ 
  基礎調査」、12年は「経済センサス－活動調査」。商業統計と経済センサ 
  スの時系列比較は注意を要する（巻頭付記５参照）。店舗数、売場面積は 
  「商業販売統計」、14年のみ9月末、他は年末 
資料：経済産業省「商業統計調査」、「商業販売統計」、 
  総務省「経済センサス-基礎調査」、「経済センサス-活動調査」 

●大型小売店のトンプソン指標の 
 他都市比較(2013年) 

注：人口は2013年10月1日現在 

トンプソン指標＝各都市人口１人あたりの大型店販売額÷ 

           全国の人口１人あたりの大型店販売額 

資料：各都市「推計人口」、経済産業省「商業販売統計」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・近年、大都市圏においては地価が高いター
ミナルや駅周辺の出店も進んでいる。主要
大都市を含む都府県別に大型店の立地形態
別の構成比をみると、大阪府は東京都、神
奈川県に次いで「駅前・駅近辺型」の割合
が高く、1/3以上を占める。また、駅に直結
する「ターミナル型」も数は少ないが同様
の傾向が認められる。逆に「郊外幹線道路
沿型」は少ない。 

○大阪での大型店の動向   

●専門量販店の業態別販売額と店舗数(2014年) 
●大型小売店の立地形態別店舗数(2013年) 

注：大規模小売店舗立地法に基づき届け出されている全国の大型小売店。( )内は対象店舗数 
 ターミナル型：駅ビル型を含み駅に接して立っている施設 
 駅前・駅近辺型：駅には接していないものの駅周辺に建っている施設 
 商店街型：駅から離れた商店が集中している地域に建っている施設 
 郊外住宅街型：商店街や幹線道路沿いではない、住宅街に建っている施設 
 郊外幹線道路沿型：駅から離れ、国道・県道など幹線道路沿いに建っている施設 
資料：東洋経済新報社「大型小売店総覧2014」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

注：本統計調査は2014年1月から開始・公表されている。増減率は14年1月と9月
の比較により算出。販売額は14年1月から9月までの合計値 

  人口は2014年10月1日現在 
資料：経済産業省「専門量販店販売統計」、内閣府・各都府県「推計人口」 
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・大阪府における家電大型専門店の人口一人
あたりの販売額は、近年に増加している外
国人観光客による家電の購入などもあって、
東京都に次いで多い。 

・ドラッグストアは、大阪府における人口１
人あたりの販売額は他都市よりも低く、出
店余地がみられることから増加率が高い。 

・ホームセンターは、戸建が少なく家屋の修
繕等にかかるニーズが低い大都市部では、
人口１人あたりの販売額が低くなっている。 
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４．サービス業             

  ① 概況                 

・サービス業（不動産業､情報通信業を含む）

の市内総生産額（名目）は1985年ごろから 

製造業を上回り、2011年度には8.0兆円。 

 全国に占めるシェアは4.6％で、製造業の

2.2％を大きく上回る。 

・事業所数（12年）は7.1万で、市内全事業所の

37.8％を占め、従業者数は88万人で40.2％。 

●サービス業の売上高の他府県比較（2013年） 

●大阪市のサービス業の市内総生産額の推移 

・大阪府のサービス業の売上高（情報通信業

は対象外）は25兆円で、業種別では「不動

産業、物品賃貸業」が最大で5.2兆円、以下

「生活関連サービス」の3.9兆円、「医療、

福祉」の3.7兆円。いずれの業種も大阪府は

東京都に次ぐ売上高規模を誇るが、「医療、

福祉」を除いて東京都との差は大きく、

サービス業における東京への一極集中の状

況がうかがわれる。 

注：本結果では、情報通信業を主業とした事業所は調査対象外 
資料：総務省「サービス産業動向調査（拡大調査）」速報 

注：2000年までは情報通信業としての大分類がないため含まない 
  2005年以降は2005年基準、2000年までは2000年基準の生産額 
資料：大阪市「市民経済計算」、内閣府「国民経済計算」（フロー編） 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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② ビジネス支援型サービス業 

●大阪市・大阪府のビジネス支援型サービス業の 
 事業所数、従業者数（2012年） 

・事業所数では約26千ヵ所（2012年）であ
り、多種多様な専門業種がある。 

・大阪府下の集積状況を大阪市内と市外に
分けて集計すると、事業所数では、法律 

･会計や建築設計事務所などの専門サービ
ス業が最多で、技術サービス業が続く。
従業者数ではその他の事業所サービス業、
情報サービス業の順で多い 

●大阪府のサービス業景気DIと求人･充足状況 

注：対象は民営事業所 
資料：総務省「経済センサス－活動調査」 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

注：本調査の景気DIは、回答企業が景気について50を境にそれより上であれば「良い」
超過、下であれば「悪い」超過の計7段階評価で回答し、この回答割合をもとに算出
している。各期の値は、㈱帝国データバンクが公表した毎月の数値を3 ヵ月ごとに 

  平均した値（サンプル数は350社前後）。季節調整値は、㈱帝国データバンクが公表
した毎月の数値を基に（公財）大阪市都市型産業振興センターが推計した数値。 

  新規求人数、充足数はパートタイムを含む3 ヵ月の合計値、充足率は、各期の充足
数を新規求人数で除して算出いるが、充足数は前期の求人に対する充足をも含む
ことに留意が必要 

資料：㈱帝国データバンク「景気動向調査（近畿ブロック・大阪府）」、大阪労働局「労働 
                                             市場月報」 

・大阪府のサービス業の景況感をみると、2013

年に入って、景気回復に伴いDIは一段と水準

を上げ、金融危機前を上回るまでになり、消

費増税後も落ち込むことなく横ばいで推移。 

・業況回復を受け、サービス業の新規求人数は

増勢を強めたが、充足者数は横ばいで、求人

数に対する充足率は一般、パートタイムとも

に低下傾向。 
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③ 生活支援型サービス業        ④公共サービス業（民営） 

・事業所数で約28千ヵ所、従業者数で約170 

 千人の規模（2012年） 

・業種別では、事業所数、従業者数とも貸家 

 業･駐車場業･不動産管理業が最多、洗濯･ 

 理容･美容･浴場業を加えた２業種で全体の 

 2/3近くを占める 

・大阪府下に占める大阪市の割合はビジネス 

 支援型サービス業に比べて集中度は低い 

●大阪市の生活支援型サービス業の 
事業所数、従業者数 (2012年) ●大阪市の公共サービス業の 

事業所数、従業者数(2012年) 

・事業所数で約17千ヵ所、従業者数で約235 

 千人の規模（2012年） 

・高齢化に伴う医療、福祉ニーズの増加より 

 事業所数、従業者数ともに着実に伸長 

 ･ 業種別では、事業所数、従業者数とも医療 

 業、社会保険･社会福祉･介護事業が多い 

・大阪府内に占める大阪市のシェアは3～4割 

 の業種が大半、生活支援型サービス業より 

 も集中度は低い 

注：対象は民営事業所   資料：総務省「経済センサス－活動調査」 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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５．飲食サービス・宿泊業 

【飲食業】 

・大阪市の飲食店の事業所数は年々減少傾向に
あり、2012年には約2万7千店となる。全国
シェアは4.3％で、減少率は全国よりも大きい。
従業者数も91年をピークに減少基調が続く。 

・事業所あたりの従業者数の推移は増加傾向で、
12年には7.0人。従業者規模が小さい事業所が
廃業し、組織的展開をするチェーン店などの
比較的規模の大きい事業所が増加。 

●大阪府の飲食業の新規求人数･充足数の推移 ●大阪市内の飲食店の推移 

注：事業所数及び従業者数の2006年以前は「事業所・企業統計調査」、 

      09年は「経済センサス‐基礎調査」、12年は「経済センサス-活動調査」  

   「事業所・企業統計調査」と「経済センサス」の時系列比較は注意を要する 

      対象は民営事業所 

資料：総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」 
    「経済センサス－活動調査」 

注：新規求人数、充足数はパートタイムを含む3ヵ月の合計値 
  充足率は各期の充足数を新規求人数で除して算出、充足数は前期の求人 
  に対する充足をも含むことに要留意 
資料：大阪労働局「労働市場月報」 
 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・大阪府における飲食業の新規求人数は金融
危機以降落ち込んだが、その後、2012年以
降に急増した。内訳をみると、12～13年に
かけて一般(正規雇用)がパートタイマー(非
正規雇用)を大きく上回り、他方、充足数
はパートタイマーの方が多い状況が14年も
続いており、特に一般の求人需要は満たさ
れていないことがわかる。 
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・大阪市内の宿泊業の事業所数は683ヵ所、従
業者数は約2万1,442人(2012年)で、全国
シェアでは事業所数で1.3％、従業者数で
3.1％となっている。 

・大阪市内のホテルは施設数、客室数ともに
増加傾向となっており、11年には一時減少
したものの、12年以降は再び増加。13年に
は施設数で298ヵ所、客室数で約４万８千室
となった。大阪市内では近年、ターミナル
駅の周辺に大規模な外資系ホテルの立地が
相次いだこともあって、客室数の全国シェ
アは5.8％と過去最高を更新した。 

●大阪市内のホテル施設数、客室数の推移 

【宿泊業】 

●宿泊施設定員稼働率とシティホテル宿泊客の 

   外国人比率の推移(他都市比較) 

注：各年度末の数値 
資料：厚生労働省「衛生行政報告例」 

注：定員稼働率は従業員数10人以上の施設を対象。 
  定員稼働率＝延べ宿泊者数／総収容人数 
  シティホテルは、ホテルのうちリゾートホテル、ビジネスホテル以外の都市

部に立地するものを指す。宿泊者数は延べ宿泊者数データを使用 
資料：観光庁「宿泊旅行統計」 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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定員稼働率：

外国人比率：

・市内宿泊施設の稼働率の推移をみると、
2012年後半以降70％以上を維持しており、
14年Ⅲ期には82.8％に達し、東京都や名古
屋市を10ポイント以上も上回った。 

・高稼働率の背景には、景気回復や外国人 
観光客数の増加に加え、外資系大型テーマ
パークの新型アトラクションの開業効果な
どがある。また、シティホテルの宿泊者数
に占める外国人比率をみると、14年Ⅲ期に
は35.1％で東京都を上回った。 
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・国によるプロモーションと、2013年から14
年にかけて円安が進んだこともあり、訪日
外国人が急増した。訪日外国人の推移を見
ると、12年までは600～800万人強で推移し
ていたが、13年には国が目標としてきた１
千万人を達成し、14年はそれを300万人上
回るペースで推移している。 

●訪日外国人旅行者数の推移 

【集客・観光】 

・大阪市内での宿泊者数は四半期で約320万人前
後で推移しており、2014年第Ⅲ期は313万人。 
うち、外国人は最近71万人以上の水準で推移。 

・14年の大阪府内での宿泊数は延べ530万人規模
で、東京都に次いで国内で２番目。国･地域別
では、中国が118万人、台湾が103万人、韓国
が72万人など、アジアからが約7割。 

注：2014年は1～11月の暫定値、推計値をもとに推計した年間合計値 

資料：日本政府観光局（JNTO）「国・地域別／目的別訪日外客数」 
注：従業員数10人以上の施設。2014年は１～９月の合計を4/3倍した値 
資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」 

６．成長産業等の動向 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

●国・地域別外国人延べ宿泊者数（2014年）と 
 前年からの伸び率 
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【健康・医療】 

●医薬品生産額上位の府県の内訳別動向 

・健康・医療分野は「日本再生戦略」の重点
３分野の一つで、政府は最先端の医療技術
の実用化や国際競争力の高い関連産業の育
成を目指し、具体的に推進しつつある。 

・市内にはバイオ関連や医薬品、食品メー
カーのほか、家庭用健康機器メーカー及び
それらを支える関連製造業が集積して、大
学･研究所も圏域には多い。 

・大阪市の医薬品関連の産業集積は卸売業、
製造業で特に顕著で、全国シェアは数％。 

・大阪府の医薬品生産額は全国３位（2012

年）で、国産自社製造の割合が高い特徴。 

【環境・エネルギー】 

・太陽電池生産分野の関西の国内シェアは 

高く、57.8％。ただし、近年は低下傾向。 

・詳細分野別にビジネスの実施状況をみると、
関西は「環境分析、測定、監視用装置」や
「太陽光発電システム（関連機器製造）」、
「リサイクル素材」、「その他の環境汚染
防止製品・装置・施設」等の新たな技術 

開発に関わる分野でシェアが高い。 

●現在の環境ビジネスの詳細分野別実施状況 

注：【環】環境汚染防止、【地】地球温暖化対策、【廃】廃棄物処理・資源有効 
  利用。近畿での実施割合が高い分野順に上から配置 
資料：環境省「平成26年6月環境経済観測調査」 

注：輸入：主として輸入された医薬品から製造された医薬品 
   委託製造：最終製品となる製造工程を他社の製造所に委託 
     （順位）は2013年の総生産額の順位を示す。 
資料：厚生労働省「薬事工業生産動態統計調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 



5 
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【ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ（CB）/ｿｰｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ（SB）】 

●認証NPO法人数の他都市比較（2014年9月） 

・地域課題の解決に専門性を活かして取り組
んできたのがNPOであり、区役所や地域の
自治組織と連携してCB/SBの推進役を担っ
ている。 

・大阪市内に主たる事務所を有する認証NPO

法人数はやや減少するも、1,551（2014年）
あり、東京都区部に次いで多い。また、人
口千人当たりの法人数も0.58で、東京都区
部に次いで高く、活動が活発である。 

注：人口は2014年10月1日の数値を使用 
資料：内閣府国民生活局「NPO法人情報ポータルサイト」（14年9月30日現在） 
   各都府県「推計人口」 

【クリエイティブ・デザイン】 

・「日本再生戦略」もう一つがｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝの
推進で、コンテンツ、デザインが含まれる。 

・市内のクリエイティブ・デザイン関連の事
業所数で7,259ヵ所、従業者数で13.3万人
（2012年）を誇り、東京都区部の次に多く、 

 全国シェアでは7~8％を占める。 

・＜エリア別の集積の特徴＞北区：映像、広
告部門、西区：建築や空間部門、中央区：
ファッション、インテリア、グラフィック
部門、淀川区：情報通信部門 

●クリエイティブ関連産業の業種別の集積状況 
  と大阪市の全国シェア（2012年） 

注：対象は民営のみ 
資料：総務省 
       「経済センサス 
            -活動調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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●大阪府内の留学（就学）・技能実習・研修目的の 
 外国人登録者数の推移 

注：2010 年より在留目的の区分が変更。各年末現在 
資料：法務省「在留外国人統計」 

【人材】 

●大阪市の教育、学習支援業の事業所数の 

   シェア（2012年） 

注：対象は民営のみ。その他の学校教育＝小・中・高等学校、幼稚園 
資料：総務省「経済センサス-活動調査」 

・大阪市内の教育・学習支援業の事業所数は
3,475ヵ所（民営、2012年）、全国ｼｪｱで2.2％､
近畿ｼｪｱで12.8％と、人口シェアと同水準。 

・詳細業種別には専修学校･各種学校、その他
教育･学習支援、職業･教育支援施設では近畿
の1/3を占め、ビジネス実践型の機関が集積。 

・ただし、高等教育機関（大学･短大等）では
市内に19校に過ぎず、大都市の中で最低水準。 

・学生の確保や社会人教育ニーズに対し、利便
性が良い大都市立地の魅力は高く、有力大学
のｻﾃﾗｲﾄｷｬﾝﾊﾟｽなどの拠点が集積しつつある。 

・企業が国際的な競争に勝ち抜くためには、
優秀な海外の人材確保も重要。大阪府内の
留学生等の登録者数は近年微増で、21千人
(2013年)で、全国シェアは5.9％。 

・大阪府の在留目的は「留学」が半分近くを
占める。次いで、「人文知識・国際業務」
が２割強を占め、東京都に次いで割合が高
く、国際ビジネスに従事する外国人が多い。
都市別の特徴としては、愛知県と兵庫県が
「技能実習」、神奈川県が「技術」、京都
府と福岡県は「留学」の割合が多い。 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

12.8

10.8

33.8

15.7

11.0

32.4

9.4

12.5

27.3

2.2

1.8

5.2

2.1

1.4

4.9

1.8

2.1

4.4

0 10 20 30

教育，学習支援業合計

高等教育機関

専修学校・各種学校

その他の学校教育

社会教育

職業・教育支援施設

学習塾

教養・技能教授業

その他教育、学習支援

近畿シェア

全国シェア

（％）

5.9

0

2

4

6

8

10

0

5

10

15

20

25

1992 95 2000 05 08 09 10 11 12 13

外国人登録者数 全国シェア

（％）(千人）

（年）

（20.7）

26 

・大阪市内の銀行店舗数は、2008年以降はほ
ぼ横ばいで推移、14年9月には411店舗。 

・貸出残高は銀行は減少基調となっているが、
信金は09年以降、増加傾向を辿り、銀行の
貸出残高の約8％相当まで増額。 

・日経225先物取引は、14年は消費増税の影
響などでやや縮小気味だが、370兆円規模
を維持。 

●大阪市内金融機関の貸出残高と 
  大阪信用保証協会の債務保証残高 

【金融・証券】 【物流】 

●大阪府発着貨物量及び全国シェアの推移 

・大阪府の発貨物、着貨物とも減少基調が続き、
全国シェアも各々4.0､4.1％（2012年）に下降。 

・発貨物の品目別では金属･機械工業品、特殊
品(金属くずなど)、化学工業品で全体の約2/3。 

・夢洲地区は関西イノベーション国際戦略総合
特区であり、地方税の減免措置などもあって
企業進出が進んでいる。 

・大阪府の道路貨物運送業の事業所数は5万1千、
従業者数は118千人で、全国シェアは7.5％、
7.7％。倉庫業の事業所数は1,055、従業者数
は19千人で、全国シェアも約11％(12年)。 

注：各年３月末現在の残高（最新のみ9月末） 
資料：全国銀行協会「金融」、大阪銀行協会資料、大阪市「大阪市統計書」、 
   「統計時報」、大阪府信用金庫協会資料、大阪市信用保証協会資料、 
   大阪信用保証協会資料 
   13年までは両保証協会の合計 
 

注：トンベースで集計。2011年度より貨物輸送量の一部において、 
  調査方法が見直されたため前年度との連続性は担保されない 
資料：国土交通省「貨物地域流動調査」 

７．その他の経済活動 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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【貿易】 

・大阪港からの輸出入額は2014年上半期の輸
出額は1兆6千億円(前期比＋8.0%)、輸入は 

2兆5千億円(同＋10.5%)、ともに下期も好調。 

・大阪港の輸出相手国は中国、韓国、米国、
台湾、香港の順。輸入は中国が57％。 

・輸出品目では機械機器が52％で、原料別 

製品と化学製品の合計で1/3弱。輸入品目は
機械機器が1/3強。 

・関西空港は14年上半期は輸出額が2.2兆円、
輸入額が1.7兆円。伊丹空港と経営統合した
新会社が誕生し経営力を強化。LCC専用
ターミナルの充実や「国際貨物ハブ空港」
を目指した取組みを展開中。 

●大阪港の輸出入額及び全国シェアの推移 

注：2014年下期は、7～9月の合計を2倍した推計値 
資料：大阪税関、財務省「貿易統計」 

【消費動向】 

・大阪市の一世帯当たり消費支出は2011年以降
は上昇に転じたが、13年はやや水準を落とし
27万3千円／月。全国の29万円と差が開いた。 

・サービスへの支出は、長年続いた増加傾向が
金融危機以降は一段落し、13年の支出額は11

万円、全消費額に占める割合は45.6％。 

・主要品目別では2000年以降は、「通信」のみ
が上昇を続けており、それ以外は横ばいもし
くは下降基調。 

・全国平均との比較では、大半は全国並み、
「住居」､「外食」などでは上回り､ 「仕送り
金」 ､ 「自動車等関係費」などでは下回る 

・単身世帯比率は全国を大きく上回り、高齢者
単身比率は全国より4.3ポイント高い13.5％ 

●一世帯の１ヶ月平均消費支出額の推移 

注：二人以上の全世帯（農業含む）の月平均。2014年は1～9月の平均 
資料：総務省「家計調査」 
 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・都心３区（中央区､北区､西区）と淀川区が突出 ⇒ ４区で市内総生産の66％ 

・三角グラフ：区別の産業部門別生産額をもとに主要３部門の構成比を算出 

 １）工業グループ（Ｇ）：製造業シェアが４、５割程度と高い 

 ２）工業･サービス業Ｇ：製造業シェアが２､３割、サービス業シェアが４～６割 

 ３）均等型Ｇ：製造業シェアが２割前後、卸・小売業が３割と、特定分野への特化なし 

 ４）商業･サービス業Ｇ：卸･小売業シェアが３~５割、サービス業シェアが５、６割   

 ５）サービス業Ｇ：サービス業シェアが６割以上を占め、他産業のシェアが低い 

●産業別区内総生産（2011年度） 

１．区別（地域別）経済構造 

Ⅲ 24区の経済･産業の地域特性 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

●区内総生産の 
産業別構成比の 
分布 
（2011年度） 

【区内 
  総生産①】 

注：サービス業には、電気・ガス・水道業、運輸・通信業、金融・保険業、不動産業、 
  公共サービス業、対事業所サービス業、対個人サービス業を含む。その他には、 
  農林水産業、鉱業、建設業を含む 
資料：大阪市「平成23年度 大阪市民経済計算」、区別の数値は 
    (公財)大阪市都市型産業振興センターによる推計 
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注：「サービス業」は、電気・ガス・水道業、金融・保険業、不動産業、運輸業、情報通信業、 
  及び狭義のサービス業（公共、対事業所、対個人）の合計構成比は、産業のうち、 
  農林水産業、鉱業、建設業を含めず算出 
資料：大阪市「大阪市民経済計算」、「経済センサス－活動調査」 
   区別の数値は(公財)大阪市都市型産業振興センターによる推計 29 

【区内総生産②】 

・区内総生産と区別の税収との関係の分析（2011年度） 

 →総生産を共通の縦軸として、税収と人口の関係を２つのグラフで表現すると、総生産 

  と税収には強い相関関係があり、直線的な比例関係にあるが、人口とは明確な関係無し 

 

  総生産や税収は、定住人口による消費支出や個人税よりも、事業所が生み出す付加価値と 

   それに賦課される法人市民税、企業の設備投資、法人固定資産税等による影響を強く受ける 

・全市の税収（2012年度）のうち、法人分の割合は57.6％。法人分が約65％以上を占める区

は都心と西部に集中。これら６区の税収の合計が市全体に占める割合は55％。 

●区別の人口と域内総生産（右側）、および税収と域内総生産（左側）の関係 

 （2011年度） 

●大阪市の区別市税決算額（2012年度） 

注：税収は過去の滞納分の徴税を除く、平成23年度単独分のみの調定額。 
  ただし、中央区で一括計上されている「たばこ税」を除く 
資料：大阪市「推計人口（平成23年）」、「平成23年度決算説明書（市税関係）」、 
   「平成23年度 大阪市民経済計算」、「経済センサス－活動調査」 
   区内総生産は(公財)大阪市都市型産業振興センターによる推計 
 

注：2012年度分の調定額。市税決算額［法人分］は、法人市民税、
法人純固定資産税、法人都市計画税、事業所税の合算値 

  中央区で一括計上されている「たばこ税」はいずれにも含めて
いない 

資料：大阪市「決算説明書（市税関係）」、「大阪市税務統計」 
 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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【建築着工面積の用途別構成比の区別分布】 
・2012年～14年上半期にかけての建築着工状況をもとに、主

要用途を、住宅用、BtoB用、 BtoC用の３つに分類しその構

成比を三角グラフ上でプロットすると、７グループに分かれる。 

[BtoB特化Ｇ] 此花区 

[住宅とBtoBが中心のＧ] 北、中央、住之江区  

[住宅を中心にBtoB偏向Ｇ]大正、港区 

[住宅を中心にBtoC偏向Ｇ]、西成、福島区 

[住宅特化グループ] 天王寺区など４区(住宅が８割以上)  

[住宅が大半でBtoB偏向Ｇ] 淀川区と都島区(副都心型ター

ミナル駅を有する区) 

[住宅が大半でBtoC偏向Ｇ] 残る９区 

●建築着工面積の用途別構成比の区別分布 ●事業所の開廃業率（2009－12年）区別状況 

注：対象は民営事業所。開廃業率は、開業率より廃業率を引いた数値 
資料：総務省「経済センサス-活動調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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注：2012年～14年上半期まで

の用途別建築着工面積の
合計（公務用、電気・ガス・
熱供給・水道業用、居住専
用準住宅など、シェア1％未

満の用途を除く）より算出。
ＢtoＣ系用途とは医療，福祉

用、卸売業，小売業用、教
育，学習支援業用、宿泊業，
飲食サービス業用の４用途。
ＢtoＢ系用途とは不動産業

用、運輸業用、情報通信業
用、金融業・保険業用、その
他のサービス業用、製造業
用の６用途。 

資料：国土交通省「建築着工
統計」 

【事業所の開廃業率】 
・2009年から12年にかけての開業率を横軸、廃業率を

縦軸にとったプロット図を描くと、各区の位置から類型

化すると５つのグループ（Ｇ）となった。 

[多開少廃Ｇ] 地域開発が活発な阿倍野区 

[多開多廃Ｇ] 開発が活発だが、廃業率も８％台と多い  

       北区、中央区 

[平均的Ｇ] 全市平均周辺の浪速区など６区 

[少開少廃Ｇ] 生野区、此花区など、開業率1.7％未満、 

              開廃業率が-5％以上 

[成熟Ｇ] 平野区、西淀川区など、開業率1.7％未満、 

       開廃業率が-5％未満 
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【製造業】 

・事業所数（1~3人を含む全事業所）では平野区､生野区を中心に東部が多くなっている 

・製造品出荷額（同）では淀川区、此花区、西淀川区で高い 

・市内各地域ごとの業種などの特色 

 １）東部地域：・機械、金属、ゴム、プラスチック製品などの中小規模工場の集積 

        ・隣接する東大阪や八尾市域と一体的な高度分業ネットワークを形成 

 ２）北東部地域：・淀川北岸一帯には付加価値の高い化学工業の集積（特に淀川区） 

 ３）西部臨海部地域：・かつて重化学分野の工場が多数集積し、高度経済成長を牽引 

           ・西淀川区や此花区には鉄鋼業や金属製品、機械器具が集積 

 ４）都心部地域：・印刷関連など付加価値の高い都市型工業の集積 

         ・製造業（大手製薬会社等）の本社・中枢機能や営業拠点の集積   

●大阪市の製造業の区別分布（2012年） 

事業所数（ヵ所） 製造品出荷額等（億円） 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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注：事業所数の対象は民営の全事業所 
  製造品出荷額等の対象は民営の従業者数４人以上の事業所 
資料：大阪市「大阪市工業の概況」、総務省「経済センサス－活動調査」 
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【卸売業】 

・都心部６区（北、中央、西、福島、天王寺、 

 浪速）に立地が集中、特に中央、北、西の3区 

 ⇒ 都心３区（2012年）    事業所数     ：47.7％、 

   従業者数：60.3％、 年間販売額：72.1％ 

・都心３区（中央、北、西）では特徴的業種が 

    異なる（事業所数ベース）： 

 ⇒ 中央区：衣服､繊維品､身の回り品。医薬品 

      ･化粧品等､化学製品､などでも突出 

   北区 ：食料･飲料、その他の機械器具、 

       電気機械器具 

   西区 ：産業機械器具 

●大阪市の卸売業の地域別シェア（2012年） 

【小売業】 

・事業所数の分布は「飲食料品」､「機械器 

 具」は地域差は大きくないが、「織物･衣 

 服･身の回り品」、医薬品などを扱う「その 

 他の小売業」は都心部に集中 

・中央､北､浪速の都心３区は従業者１人当た 

 り年間販売額や売場効率が高く、高収益力 

・区別人口当たり販売額による中心地性指数 

 は中央区:11.0と北区:9.2が突出。都心部の他 

 の4区と阿倍野区､都島区の指数は1を超える 

・商店街:478のうち中央区と北区に114が集中。 

 都心部は大型店と商店街が商業集積を形成 

●従業者あたり年間販売額及び売り場効率(2011年) 

注：管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、 
    卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）事業所は含まない 
資料：総務省「経済センサス－活動調査」 

注：都心3区＝北区、中央区、浪速区 
資料：総務省「経済センサス-活動調査」 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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【サービス業】 

・大阪市のビジネス支援型サービスは都心部地域に集中して立地、従業者数シェアで見

ると「映像･音声･文字情報制作業」で89.4％、「広告業」で91.3％が都心部に集中。 

・主要な生活支援型サービス業の人口100人あたりの従業者数を区別に見ると、都心部へ

の顕著な集積が見られるのは飲食店、娯楽業、及び医療業。ただし、飲食店や医療業

は居住エリアにも広く分布。他方、生活に密着した社会保険・社会福祉・介護事業で

は都心集中はあまり見られず、他の業種ほど区ごとの差はみられない。 

●主要なビジネス支援型サービス業 
   従事者数の区別割合（2012年） 

注：専門サービス業＝法律事務所・特許事務所、公認会計士 
事務所・税理士事務所、デザイン・機械設計業など 

広告業 

情報サービス業 映像・音声・文字情報制作業 飲食店 娯楽業 

医療業 社会保険・社会福祉・介護事業 

(％)

30
20
10
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 2

 

（％）

30以上

20～30

10～20

5～10

2～5

～2

 

 

●主要な生活支援型サービス業の 
   人口100人当たりの区別従業者数（2012年)                             

20
10
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 5
 2

 

（人）

20以上

10～20
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5～8

2～5

～2

(人)

7
5
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3
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（人）

7以上

5～7

4～5

3～4

2～3

～2

専門サービス業 

注：対象は民営事業所   資料：総務省「経済センサス－活動調査」 


